
１．健全化判断比率が早期健全化基準以上である団体数

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

2 (1) 9 (2) 8 (1) 3 22 (4)

0 2 25 (1) 2 29 (1)

2 (1) 11 (2) 33 (2) 5 51 (5)

（注）　１．（　）内の数値は、財政再生基準（連結実質赤字比率については、平成21年度に適用される40％）以上である団体数であり、内数である。

　　　　 ２．将来負担比率には、財政再生基準はない。

 　　　　３．「合計」は、延べ団体数であり、早期健全化基準（財政再生基準）以上である団体の純計は、43（3）団体（市区15(2)、町村28(1)）である。

２．健全化判断比率が早期健全化基準以上である団体名

（注）　財政再生基準（連結実質赤字比率については、平成21年度に適用される40％）以上である団体には、下線を付している。

合計

連結実質赤字比率

（北海道）
　　夕張市、赤平市、
　　三笠市、歌志内市、
　　江差町、南幌町、
　　浜頓別町、中頓別町、
　　利尻町、洞爺湖町

（青森県）
　　黒石市、深浦町、
　　西目屋村、田舎館村

（山形県）　新庄市

（福島県）
　　泉崎村、双葉町

（群馬県）　嬬恋村

（長野県）　平谷村、
　　根羽村、泰阜村、
　　王滝村

（兵庫県）　香美町

（鳥取県）　日野町

（島根県）　浜田市、
　　奥出雲町、飯南町、
　　斐川町、西ノ島町

（高知県）　安芸市

（沖縄県）　座間味村、
　　伊平屋村、伊是名村

（北海道）
　　夕張市

（大阪府）
　　守口市
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政令市・17団体

実質公債費比率

３３団体

（北海道）
　　夕張市、留萌市、
　　美唄市、赤平市、
　　積丹町

（青森県）
　　黒石市、大鰐町

（大阪府）
　　泉大津市、守口市、
　　泉佐野市

（和歌山県）
　　和歌山市

１１団体

将来負担比率

２団体

（北海道）
　　夕張市

（青森県）
　　鰺ヶ沢町、大鰐町

（大阪府）
　　泉佐野市

（兵庫県）
　　淡路市

都道府県・47団体

合計・1,857団体

町村・1,004団体

市区・789団体

実質赤字比率

５団体

資料１



３．実質赤字比率が早期健全化基準以上である団体の状況

(1)　早期健全化基準以上である団体数（再掲）

都道府県 政令市 市区 町村 合計

0/47 0/17 2/789 0/1,004 2/1,857

(1) (0) (14) (9) (24)

（注）　（　）内の数値は、実質赤字額がある（実質赤字比率が0％超である）団体数である。

(2)　早期健全化基準以上である団体の実質赤字比率
（単位：％）

都道府県名 市区町村名 実質赤字比率

北海道 夕張市 730.71 (15.00)

大阪府 守口市 13.57 (11.84)

（注）　１．実質赤字比率の高い順に記載している。

 　　　　２．（　）内の数値は、各団体の早期健全化基準（財政規模に応じ11.25％～15％）である。

 　　　　３．夕張市の実質赤字比率は、財政再生基準（20％）以上である。

４．連結実質赤字比率が早期健全化基準以上である団体の状況

(1)　早期健全化基準以上である団体数（再掲）

都道府県 政令市 市区 町村 合計

0/47 0/17 9/789 2/1,004 11/1,857

(0) (1) (39) (31) (71)

（注）　（　）内の数値は、連結実質赤字額がある（連結実質赤字比率が0％超である）団体数である。

(2)　早期健全化基準以上である団体の連結実質赤字比率

（単位：％）

都道府県名 市区町村名 連結実質赤字比率

北海道 夕張市 739.45 (20.00)

北海道 赤平市 68.76 (20.00)

大阪府 泉佐野市 39.31 (17.44)

北海道 留萌市 36.61 (18.78)

北海道 積丹町 32.54 (20.00)

青森県 黒石市 28.90 (18.45)

青森県 大鰐町 26.45 (20.00)

北海道 美唄市 24.15 (18.49)

大阪府 守口市 23.18 (16.84)

大阪府 泉大津市 18.58 (17.73)

和歌山県 和歌山市 17.60 (16.25)

（注）　１．連結実質赤字比率の高い順に記載している。

 　　　　２．（　）内の数値は、各団体の早期健全化基準（財政規模に応じ16.25％～20％）である。

 　　　　３．夕張市及び赤平市の連結実質赤字比率は、財政再生基準（平成21年度に適用される40％）以上である。

団体数

団体数



５．実質公債費比率が早期健全化基準以上である団体の状況

(1)　早期健全化基準以上である団体数（再掲）

都道府県 政令市 市区 町村 合計

団体数 0/47 0/17 8/789 25/1,004 33/1,857

(2)　早期健全化基準以上である団体の実質公債費比率

（単位：％）

都道府県名 市区町村名 実質公債費比率

長野県 王滝村 41.6

北海道 夕張市 39.6

北海道 歌志内市 31.5

鳥取県 日野町 31.0

北海道 浜頓別町 30.4

福島県 双葉町 30.1

沖縄県 伊平屋村 30.0

北海道 洞爺湖町 29.9

北海道 中頓別町 28.8

沖縄県 座間味村 28.5

群馬県 嬬恋村 28.3

高知県 安芸市 28.1

北海道 利尻町 27.7

北海道 江差町 27.6

北海道 赤平市 27.5

兵庫県 香美町 27.4

山形県 新庄市 27.3

青森県 西目屋村 26.8

長野県 平谷村 26.6

福島県 泉崎村 26.3

青森県 田舎館村 26.1

島根県 斐川町 26.1

長野県 泰阜村 26.0

沖縄県 伊是名村 26.0

島根県 西ノ島町 25.8

長野県 根羽村 25.7

島根県 飯南町 25.5

青森県 深浦町 25.4

北海道 南幌町 25.3

北海道 三笠市 25.1

青森県 黒石市 25.1

島根県 浜田市 25.1

島根県 奥出雲町 25.1
（注）　１．実質公債費比率の高い順に記載している。

   　　　　２．実質公債費比率の早期健全化基準は、25％である。

 　　　　３．王滝村及び夕張市の実質公債費比率は、財政再生基準（35％）以上である。



６．将来負担比率が早期健全化基準以上である団体の状況

(1)　早期健全化基準以上である団体数（再掲）

都道府県 政令市 市区 町村 合計

団体数 0/47 0/17 3/789 2/1,004 5/1,857

(2)　早期健全化基準以上である団体の将来負担比率

（単位：％）

都道府県名 市区町村名 将来負担比率

北海道 夕張市 1237.6

青森県 大鰐町 409.4

大阪府 泉佐野市 405.7

青森県 鰺ヶ沢町 378.7

兵庫県 淡路市 371.0

（注）　１．将来負担比率の高い順に記載している。

 　　　　２．将来負担比率の早期健全化基準は、都道府県・政令市が400％であり、市区町村が350％である。



７．資金不足比率が経営健全化基準以上である公営企業会計数

水道事業 0 / 26 0 / 17 3 / 1,263 0 / 100 3 / 1,406

簡易水道事業 0 / 3 0 / 6 6 / 925 0 / 3 6 / 937

工業用水道事業 0 / 39 0 / 7 0 / 96 0 / 8 0 / 150

交通事業 0 / 3 4 / 20 13 / 70 0 / 4 17 / 97

電気事業 0 / 30 0 / 4 1 / 27 0 / 3 1 / 64

ガス事業 0 / 0 0 / 1 0 / 33 0 / 1 0 / 35

港湾整備事業 0 / 29 0 / 4 0 / 36 0 / 4 0 / 73

病院事業 0 / 48 1 / 17 50 / 520 2 / 83 53 / 668

市場事業 0 / 8 1 / 17 7 / 142 1 / 11 9 / 178

と畜場事業 0 / 3 0 / 6 3 / 44 0 / 10 3 / 63

宅地造成事業 0 / 54 0 / 25 24 / 446 3 / 9 27 / 534

下水道事業 0 / 44 0 / 27 13 / 2,648 0 / 21 13 / 2,740

観光施設事業 0 / 6 0 / 6 22 / 336 0 / 2 22 / 350

その他事業 0 / 19 0 / 1 2 / 85 0 / 41 2 / 146

合　計 0 / 312 6 / 158 144 / 6,671 6 / 300 156 / 7,441

（注）分母は事業種類別の公営企業会計数である。

都道府県 政令市 市区町村 一部事務組合等 合計



８．資金不足比率が経営健全化基準以上である団体名・公営企業会計名

3 公営企業会計
（ 北海道 ） 赤平市 水道事業会計、釧路町 水道事業

（ 静岡県 ） 熱海市 水道事業特別会計

6 公営企業会計
（ 青森県 ） 今別町 今別地区簡易水道事業特別会計

（ 島根県 ） 西ノ島町 簡易水道事業特別会計

（ 鹿児島県 ） 屋久島町 簡易水道事業会計、瀬戸内町 簡易水道事業会計

（ 沖縄県 ） 座間味村 簡易水道事業特別会計、伊平屋村 水道事業特別会計

工業用水道 0 公営企業会計

17 公営企業会計
（ 北海道 ） 苫小牧市 自動車運送事業

（ 青森県 ） 青森市 自動車運送事業会計、八戸市 八戸市自動車運送事業会計

（ 愛知県 ） 名古屋市 自動車運送事業会計

（ 三重県 ） 鳥羽市 定期航路事業特別会計 *

（ 京都府 ） 京都市 京都市自動車運送事業特別会計、京都市 京都市高速鉄道事業特別会計

（ 大阪府 ） 大阪市 自動車運送事業会計

（ 島根県 ） 松江市 自動車運送事業会計

（ 広島県 ） 呉市 交通事業

（ 佐賀県 ） 佐賀市 自動車運送事業会計

（ 熊本県 ） 熊本市 交通事業会計

（ 鹿児島県 ） 三島村 船舶交通事業会計、十島村 船舶交通特別会計、屋久島町 船舶事業会
計、瀬戸内町 船舶交通事業会計

（ 沖縄県 ） 伊是名村 船舶運航事業特別会計

1 公営企業会計
（ 島根県 ） 出雲市 風力発電事業特別会計

ガス事業 0 公営企業会計
港湾整備事業 0 公営企業会計

53 公営企業会計
（ 北海道 ） 函館市 病院事業会計、小樽市 病院事業会計、留萌市 病院事業会計、苫小牧市

市立病院事業、美唄市 病院事業会計、赤平市 病院事業会計、士別市 病院事業
会計、三笠市 市立三笠総合病院事業会計、根室市 市立根室病院事業会計、深
川市 病院事業会計、松前町 病院事業会計、森町 森町国民健康保険病院事業会
計、由仁町 病院事業会計、白老町 国民健康保険病院事業会計、平取町 国民健
康保険病院特別会計、羅臼町 国民健康保険病院事業会計

（ 青森県 ） 黒石市 病院事業会計、十和田市 病院事業会計、大鰐町 病院事業会計、板柳町
国民健康保険板柳中央病院事業会計、鶴田町 病院事業会計 *、三戸町 病院事
業特別会計、公立金木病院組合 病院事業会計 *、一部事務組合下北医療セン
ター 病院事業会計

（ 岩手県 ） 奥州市 総合水沢病院事業会計

（ 宮城県 ） 石巻市 病院事業会計、塩竈市 市立病院事業会計

（ 秋田県 ） 男鹿市 男鹿みなと市民病院事業会計

（ 山形県 ） 高畠町 公立高畠病院事業特別会計

（ 神奈川県 ） 三浦市 病院事業会計

（ 石川県 ） 穴水町 病院事業会計

（ 愛知県 ） 常滑市 常滑市民病院事業会計

（ 京都府 ） 舞鶴市 病院事業会計、京丹後市 病院事業会計

（ 大阪府 ） 大阪市 市民病院事業会計、泉大津市 市立病院事業会計、泉佐野市 泉佐野市病
院事業会計、松原市 病院事業特別会計、和泉市 病院事業会計、柏原市 市立柏
原病院事業会計、阪南市 病院事業会計

（ 兵庫県 ） 西宮市 中央病院事業会計、高砂市 病院事業会計、香美町 公立香住総合病院事
業企業会計

（ 和歌山県 ） 海南市 病院事業会計、有田市 病院事業会計

（ 鳥取県 ） 智頭町 国民健康保険病院事業会計

団体名・公営企業会計名

水道事業

簡易水道事業

交通事業

電気事業

病院事業



団体名・公営企業会計名

（ 徳島県 ） 徳島市 徳島市病院事業会計

（ 高知県 ） 大月町 病院事業会計

（ 福岡県 ） 川崎町 病院事業会計

（ 長崎県 ） 大村市 大村市立病院事業会計、松浦市 病院事業会計

（ 熊本県 ） 荒尾市 荒尾市病院事業会計

9 公営企業会計
（ 北海道 ） 室蘭市 中央卸売市場事業会計、釧路市 釧路市公設地方卸売市場事業会計

（ 宮城県 ） 塩竈市 魚市場事業特別会計

（ 京都府 ） 福知山市 公設地方卸売市場事業特別会計

（ 大阪府 ） 大阪市 中央卸売市場事業会計

（ 兵庫県 ） 伊丹市 公設地方卸売市場事業特別会計

（ 和歌山県 ） 新宮周辺広域市町村圏事務組合 市場事業特別会計

（ 山口県 ） 岩国市 市場事業特別会計、周南市 地方卸売市場事業特別会計

3 公営企業会計
（ 和歌山県 ） 和歌山市 食肉処理場事業特別会計

（ 徳島県 ） 徳島市 徳島市立食肉センター事業特別会計

（ 高知県 ） 四万十市 と畜場会計

27 公営企業会計
（ 北海道 ） 室蘭市 港湾整備事業会計、岩見沢市 企業用地造成費、網走市 能取漁港整備特

別会計、岩内町 臨海部土地造成事業特別会計、白老町 工業団地造成事業会計

（ 青森県 ） むつ市 用地造成事業会計、青森県新産業都市建設事業団 金矢工業用地造成事
業、青森県新産業都市建設事業団 桔梗野工業用地造成事業、青森県新産業都
市建設事業団 百石住宅用地造成事業

（ 岩手県 ） 北上市 工業団地事業、北上市 宅地造成事業、久慈市 工業団地造成事業特別会
計 *

（ 秋田県 ） 北秋田市 宅地造成事業特別会計

（ 新潟県 ） 新発田市 西部工業団地造成事業特別会計

（ 京都府 ） 福知山市 福知山駅周辺土地区画整理事業特別会計、福知山市 福知山駅南土地
区画整理事業特別会計、与謝野町 宅地造成事業特別会計

（ 大阪府 ） 泉佐野市 泉佐野市宅地造成事業会計、岬町 住宅用地造成事業特別会計

（ 奈良県 ） 奈良市 宅地造成事業費特別会計

（ 和歌山県 ） 田辺市 分譲宅地造成事業特別会計

（ 鳥取県 ） 米子市 流通業務団地整備事業特別会計

（ 香川県 ） 坂出市 坂出港港湾整備事業特別会計、坂出市 土地区画整理事業特別会計、観
音寺市 産業団地造成事業、さぬき市 内陸土地造成事業特別会計

（ 愛媛県 ） 四国中央市 金子地区臨海土地造成事業特別会計

13 公営企業会計
（ 北海道 ） 夕張市 公共下水道事業会計、留萌市 下水道事業特別会計、白老町 公共下水道

事業会計

（ 青森県 ） 黒石市 下水道事業会計、田舎館村 田舎館村下水道事業会計、田舎館村 田舎館
村農業集落排水事業会計

（ 岩手県 ） 北上市 下水道事業

（ 秋田県 ） 三種町 三種町公共下水道事業特別会計

（ 和歌山県 ） 和歌山市 下水道事業特別会計、白浜町 下水道事業特別会計

（ 島根県 ） 松江市 集落排水事業特別会計

（ 山口県 ） 柳井市 公共下水道事業特別会計

（ 沖縄県 ） 宮古島市 農漁業集落排水事業特別会計

22 公営企業会計
（ 北海道 ） 函館市 温泉事業会計

（ 青森県 ） 弘前市 岩木観光施設事業特別会計、黒石市 温泉供給事業特別会計、黒石市 観
光施設事業特別会計、大鰐町 休養施設事業特別会計、大鰐町 温泉事業特別会
計

（ 群馬県 ） 嬬恋村 スキー場事業会計

（ 富山県 ） 富山市 富山市国民宿舎事業会計

市場事業

と畜場事業

宅地造成事業

下水道事業

観光施設事業



団体名・公営企業会計名

（ 石川県 ） 輪島市 国民宿舎事業会計 *、白山市 観光事業特別会計、穴水町 国民保養セン
ター特別会計

（ 長野県 ） 松本市 上高地観光施設事業会計

（ 静岡県 ） 熱海市 温泉事業特別会計

（ 奈良県 ） 奈良市 針テラス事業特別会計、宇陀市 保養センター事業特別会計

（ 和歌山県 ） 串本町 国民宿舎事業会計

（ 岡山県 ） 美咲町 美咲町野外趣味活動施設事業特別会計

（ 山口県 ） 美祢市 観光事業特別会計

（ 高知県 ） 高知市 国民宿舎運営事業特別会計

（ 大分県 ） 大分市 国立公園高崎山自然動物園事業特別会計 *

（ 沖縄県 ） 糸満市 糸満漁港ふれあい公園事業特別会計、宮古島市 パブリックゴルフ事業特
別会計

2 公営企業会計
（ 北海道 ） 釧路市 釧路市設魚揚場事業会計

（ 滋賀県 ） 大津市 介護老人保健施設事業会計

（注） １．資金不足比率を既に議会に報告し、公表している団体には、団体名・公営企業会計名の横に「*」を付している。

　２．資金不足比率の経営健全化基準は、20％である。

その他事業


